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１　はじめに

　行政評価の取組みについては、その必要性、重要性から数多くの自治体で取組みが進められている。
　会津若松市では、平成１３年度から行政評価の取組みを始め、政策・施策の目的を明確にしたうえで、その目的に沿って行う行政の活動量と、結果として得られる成果を計測し、妥当性、効率性、公共性・公平性、必要性等の観点から、施策・事務事業の評価を実施してきた。

　外部評価は、これら行政内部における評価のみではなく、いわゆる第三者の視点から客観的に施策等に対する評価を行い、市の最終評価の参考に資するため、平成17年度より実施しているものである。
　本市に限らず他の自治体でも様々な方法により、外部評価に取り組んでいるが、行政評価システムそのものが確立されたものではないことから、外部評価についてもそれぞれの自治体でそれぞれの状況に応じ、独自に取り組んでいるのが現状である。
　本市においては、外部評価の充実を図るため、平成18年度より、市が選定した施策のほか、外部評価委員会においても施策を選定するとともに、昨年度より学識経験者の委員を１名増やし、委員会における議論を深め、評価を行ったところである。

　外部評価の取組みは４年目を迎えているが、外部評価制度に関する意見にもあるとおり、外部評価結果の活用やより効果的な議論のための委員構成・開催日程などについて、他の自治体の事例も参考とし、更なる改善を図りながら継続すべきと考えるところである。
　今後とも、財政状況が厳しい中にあっても、市民の理解や満足度の向上を図り、常に市民の目線、立場を考慮しながら、市政運営に尽力されるよう念願するものである。

会津若松市外部評価委員会　委員長　　佐々木　篤信
副委員長　小林　隆晴
委員　　　小池　達哉
委員　　　小堀　健太
委員　　　武藤　みや子
委員　　　矢内　久美子
２　評価対象について

　第６次長期総合計画の４つの重点的に取り組むべき政策や６つのまちづくりの基本政策の中から、各部マネジメントにより時代の要請や市民意見を把握すべく示された施策等および外部評価委員会にて選定した施策に対して外部評価を実施した。
　評価対象は基本的に施策であるが、その施策を構成する事務事業について、委員会としての意見がある場合は、その意見を報告としてまとめたところである。

【行政選定施策】
	部局名
	外部評価対象施策
	施策を構成する事務事業

	総務部
	7-2-1-4

効率的で適切な行政運営の推進
	・核兵器廃絶平和都市宣言事業

	健康福祉部
	1-1-1-4

放課後児童の健全育成
	・児童健全育成事業（こどもクラブ市直営分）

	
	
	・児童健全育成事業（こどもクラブ民間委託分）

	
	
	・児童館運営事業

	
	
	・幼児クラブ支援事業

	
	
	・児童健全育成施設整備事業（71人以上の大規模クラブの解消）

	観光商工部
	3-2-2-1

企業誘致の推進
	・企業誘致活動

	
	
	・（仮称）新工業団地整備事業

	
	
	・企業立地奨励金

	
	
	・企業立地優遇制度の拡充

	
	
	・東京事務所（企業誘致東京情報センター）の設置

	
	
	・工業団地対策事業

	
	
	・会津産業ネットワークフォーラム

	
	
	・地下水利用適正化調査

	
	
	・企業立地促進成功報奨制度

	
	
	・市工場設置融資制度

	
	
	・会津若松経済情報ネットワーク協議会負担金

	建設部

	5-2-2-2

市街地景観の形成
	・景観法活用事業（景観法を活用した制度改正等の検討）

	
	
	・景観形成事業（大規模建築物等への助言、指導）

	
	
	・屋外広告物対策事業（屋外広告物の規制・誘導）開発許可に関する業務


※　施策「効率的で適切な行政運営の推進」については、施策を構成する事務事業が広範にわたるため、「核兵器廃絶平和都市宣言事業」についてのみ評価の対象とした。
【外部評価委員会選定施策】

	部局名
	外部評価対象施策
	施策を構成する事務事業

	総務部
	7-2-1-1
行政システムの改革と職員の能力開発
	・職員採用

	
	
	・職員研修事業

	
	
	・安全衛生管理事業

	
	
	・行政システム改革推進費

	
	
	・行政機構の整備

	
	
	・臨時的任用職員

	
	
	・職員共助会交付金

	
	
	・ほう賞及び表彰経費

	健康福祉部
	1-2-2-1

介護サービスの適切な提供
	・介護保険特別会計事業（給付事業）

	
	
	・ケアプラン評価事業

	
	
	・介護保険利用者負担減免措置事業

	
	
	・老人福祉施設整備事業補助金

	
	
	・地域介護・福祉空間整備等補助金

	
	
	・デイサービスセンター運営事業

	
	
	・訪問介護利用者負担額軽減措置事業

	
	1-4-3-1

救急医療の充実
	・夜間急病センター運営事業

	
	
	・休日・在宅当番医制事業

	
	
	・救急医療病院群輪番制運営事業

	
	
	・自動体外式除細動器(AED)整備事業

	観光商工部
	3-1-3-1

地域間ネットワークの形成による広域観光の推進
	・極上の会津プロジェクト

	
	
	・観光圏整備事業

	
	
	・あいづ広域連携観光交流推進協議会

	
	
	・日光・会津観光軸元気再生プロジェクト

	
	
	・置賜・会津広域観光ネットワーク委員会負担金

	
	
	・会津カード運営協議会負担金

	
	
	・磐越西線ＳＬ定期運行推進事業


３　評価区分及び考え方について

　評価の区分については、平成20年度行政評価実施要領の評価区分に基づき実施した。
　その考え方については、次のとおりである。

【施策評価】
	評価区分
	考　　え　　方

	拡　充
	　施策として基本施策実現への貢献度が認められ、成果指標の推移や施策を取り巻く環境から、拡充する必要があると判断される場合

	維　持
	　施策として基本施策実現への貢献度が認められ、成果指標の推移や施策を取り巻く環境が概ね順調に推移しており、現状を維持する必要があると判断される場合

	縮　小
	　施策を取り巻く環境の変化などから施策の必要性や成果指標が下降しており、基本施策への貢献度が低く、縮小する必要があると判断される場合


【事務事業評価】
○　事業規模（事業費・人件費ベース）の観点による評価の基準等

	評価区分
	考　　え　　方

	拡　大
	　成果指標の推移や、事業の妥当性・効率性・必要性などの観点から、事業費等の拡大を図る必要があると判断される場合

	維　持
	　成果指標の推移や、事業の妥当性・効率性・必要性などの観点から、今後も概ね現行の事業規模を維持する必要があると判断される場合

	縮　小
	　成果指標の推移や、事業の妥当性・効率性・必要性などの観点から、事業費等の縮小を図る必要があると判断される場合

	休　止
	　財政上の理由や事業を取り巻く環境等から一時的に事業実施を中止する場合

	廃　止
	　社会経済状況の変化により、市民ニーズが薄れている場合、または事業の必要性はあるものの、行政関与の必要性が薄れ、民間等において必要なサービスを提供することが、効率的・効果的であると認められる場合

	終　了
	　事業の目的が達成され、あるいはその目的が終了したため、予定どおり事業を終了する場合


○　事業手法の観点による評価の基準等

	評価区分
	考　　え　　方

	継　続
	　事業実施にあたりこれまでと手段や方法を大きく変える必要がない場合

	見直し
	　単なる事務改善的なものを除き、事業実施にあたって、手段や方法を見直す必要がある場合

〈判断基準等〉

○制度改正等に伴う事業内容の変更（法令の改正を含む）

○事業の実施主体の変更（直営⇔外部委託、指定管理者制度の導入等）

○事業の財源構成の変更（国・県補助事業⇔市単独事業など）

○新たな計画・方針等の策定に伴う変更

	統合・再編
	　事業の内容が類似するものがあり、事業の統合や再編により、一層の経費の削減や事務の効率化が図られる場合


４　外部評価結果について

　今年度の外部評価結果については次のとおりであるが、その内容については最終評価の参考として活用されたい。
　また、各施策における事務事業のあり方、方向性についても附帯意見として各委員より指摘があったので、今後の市政運営の参考とされることを併せて希望するものである。

【行政選定施策等】
	施策名等
	効率的で適切な行政運営の推進
（核兵器廃絶平和都市宣言事業）
	所管部課
	総務部総務課

	事業内容
	　広島への市内中学生代表の派遣、被爆体験者の講和、原爆パネル展、平和推進フィルムの上映などをとおして、核兵器の被害の悲惨さを伝え、平和の尊さを理解することにより、核兵器廃絶と平和に対する市民意識の高揚を図る。特に、次代を担う若い世代に被爆体験や戦争の悲惨さ、平和への願いの継承を図る。

	評価結果
	事業規模
	縮　小
	事業手法
	見 直 し

	評価内容
	　広島への中学生派遣の休止にあたっては、それ以上の成果が期待できる内容への見直しを条件とし、より効果的、効率的に事業を運営するため、事業規模としては「縮小」、事業手法としては「見直し」と評価する。
　ただし、過去の中学生派遣事業の適正な評価が必要である。

	主な意見
	○　市の財政状況を鑑み、効率的で適切な行政運営をするのは当然のことであり、今後は予算規模を縮小した中で、最大の効果を上げられるような方法を検討していくべきである。
○　限られた予算の中で、目的の達成へ向け、より効果的な予算の使い方を検討・工夫することは非常に有意義である。
○　中学生の広島訪問事業を休止するのであれば、訪問以上の効果が期待できる手法とすることが重要である。
○　中学校を会場に被爆体験者の講和を実施するのであれば、地域住民への参加呼びかけも必要ではないか。今後は、一人でも多くの市民が参加し、関心を寄せる事業の展開が望まれる。
○　実際に現地に立って自分の目で確かめる以上の方法は他にないことも事実であり、何らかの形で市民一人ひとりが広島、長崎に関心を持ち、目を向けることができるような事業の展開を希望する。ゆかりの地への市民訪問団と同じように、広島、長崎を訪問することはどうか。

○　中・高校生を対象に、学校で記録フィルムの上映とあわせて被爆体験者の講演などがあればよいと思う。


	施策名
	放課後児童の健全育成
	所管部課
	健康福祉部児童家庭課

	施策内容
	　集団生活をとおして、遊びを主とした指導を行い、児童の安全を確保するとともに健全育成を図る。
　また、保護者に対し、仕事と子育ての両立支援を行い、子育て環境の整備を図る。

	評価結果
	拡　　充

	評価内容
	　児童の健全育成を図り、保護者の仕事と子育ての両立支援は、今後、ますます必要性が増す。引き続き待機児童の減少や各クラブにおける指導員数と児童数の改善が必要であり、施策としては「拡充」と評価する。

	主な意見
	○　子育て環境が変化している中、児童の健全育成を図るための施策は大変重要である。特に待機児童を減少させることは現実的に差し迫った問題である。
○　こどもも保護者も安心して生活できる場所として、また、保護者（特に母親）の就労支援という点からも、こどもクラブの存在意義は大きい。

○　民間委託のこどもクラブを先導する役割を担っているのであるならば、直営の児童館の存在意義は大きい。
○　児童虐待や育児放棄など、こどもを取り巻く環境が悪化しており、一人で子育てに悩んでいる保護者を支援する幼児クラブの役割は大きい。

○　こどもクラブ登録児童数では、民間委託分と市直営分との格差は顕著である。民間委託分では児童数80人を超えるクラブも４つある。指導員数と児童数のバランスについて、改善が必要である。
○　直営と民間委託の経費等を比較して、運営に支障が出ない程度にコストを抑えることも考慮すべきである。

○　民間委託に関しては、こどもクラブが現在かかえている課題を解消するために、財政的負担の少ない手法として導入することは望ましい。
○　需要に見合う設置体制を築く必要はあるが、財源には限りがあり、基本的には採算があう利用料を納付してもらうシステムとし、世帯収入が一定基準に達しない場合に減免措置を講ずる方法も検討すべきである。
○　利用希望の保護者の声、遊び場を求める児童の声を考えると拡充を図り、要望に応えることが必要と判断するが、なぜ必要性が生じているのかといった「根本原因」にも目を向けることが必要である。特に「地域の子育て力の低下」については、様々な青少年問題との関係性が懸念されることから、原因の究明と再生への取組みが急務である。
○　施設整備については、建築以外の代替手段として民間の既存施設が受け皿となることはできないか。地域子育て力の再生という意味でも、また市民に問題意識を持たせる意味でも、市民の声やアイディアを広く募り、地域全体の問題として対応していくことが必要ではないか。


	施策名
	企業誘致の推進
	所管部課
	観光商工部企業立地推進課

	施策内容
	　少子高齢化の進行により、人口減少が続く中、これに歯止めをかけ、定住人口の増加を図っていくためには、産業基盤の強化が不可欠であり、企業誘致を積極的に展開し、産業振興や雇用拡大など地域経済の活性化を図る。

	評価結果
	維　　持

	評価内容
	　企業誘致は自治体間競争が激しくなっているが、雇用拡大や若年人口の増加など地域経済の活性化につながるものであることから、引き続き取組みに力を入れていくことが必要であり、施策として「維持」と評価する。

	主な意見
	○　企業誘致は、雇用の拡大とそれに伴う若年人口の増加などの経済効果が大きく、また、教育や文化に与える影響などを考えると、今後ますます重要になってくる。

○　企業誘致は、厳しい財政事情の中から会津地域の特性を配慮した計画的かつ最も効果的な進め方をしていく必要がある。事業計画、結果評価、見直しの過程を市民への情報公開のもとで推進してほしい。
○　大規模、中小の規模を問わず、「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」が問われている。本市の企業誘致においても、特に若年層及び女性の雇用、正規労働者の積極的雇用、環境への配慮に留意していく必要がある。
○　企業誘致は地域経済の活性化につながるが、全国の自治体がライバルであり、その中で本市に誘致するには相当のメリットがないと難しい。その点を考慮した上で、できる限り情報を収集して「会津若松」でなくてはならないような環境の整備が必要である。
○　企業誘致合戦が繰り広げられており、企業立地への補助金額が次々と積み上げられ、職員増、優遇制度、環境整備等が進行する。果たしてそれを回収できるだけの税収を期待できるのか。助成制度を作っても、それを利用して進出してくれる企業がどれほどあるのか。不安はある。
○　工業団地を整備しても、企業が誘致されなければ無駄な出費になりかねない。企業の希望にあった敷地を提供するような方法の検討も必要である。

○　既存企業の振興にも十分配慮してほしい。
○　会津大学を中心とした「技術力」や「知識」を養成する研究機関などの拠点づくりも必要ではないか。
○　景気動向によっては、立地企業の人員整理や全面撤退の恐れもあり、不安要素もある。


	施策名
	市街地景観の形成
	所管部課
	建設部都市計画課

	施策内容
	　本市特有の自然景観や歴史的景観と調和のとれた建築物等や屋外広告物となるよう景観的な指導や助言を行い、市民や事業者が良好な景観を形成する必要性を認識することにより、会津若松らしい魅力ある景観の創出を図る。また、景観法を活用した制度改正等について検討を進めると同時に、景観啓発事業を展開し、市民の景観に対する意識の高揚と景観法活用に向けた意識の醸成を図る。

	評価結果
	拡　　充

	評価内容
	　住民、事業者、行政の協働や市民の意識の高揚を図りながら引き続き力を入れていくことが必要であり、施策としては「拡充」と評価する。

　ただし、過度の財産権の制限にならないよう、また、最終的に住民の利益につながるよう、留意する必要がある。

	主な意見
	○　景観形成が、住民、事業者、行政の協働によって進められるべきとされていることを重視してほしい。具体的にどのような協働の領域、場を設定し、結果はどういかされるのか、関連情報を積極的に開示することで協働の成果も大きくなる。
○　誰にとって魅力ある景観を創造するのか、また、どこに誘導するのかを明確にすべきである。
○　景観計画の策定にあたっては対象者を意識して進める必要がある。計画の策定プロセスや策定メンバーをどうするかが非常に重要である。
○　景観形成事業については、居住地の景観をよくする日常活動に、誰もが参加・参画できる方法をこの機会に定着させたい。

○　本市ならではの自然景観や歴史的景観を将来にわたり守り続けていくためには、制度の整備はもちろんだが、市民の意識の高揚も必要である。
○　歴史のある街として景観は大切であるが、現実的に規制が強化されるように受け取られれば、店舗の建築等に影響することもありえるので、そのバランスを考えながら進めていくべきである。
○　市民が心豊かで充実した生活を送ることが情報として発信されれば、観光客など訪れる人も増えてくる。そのことが「定住・二地域居住」などにもつながるものと思われる。

○　無秩序なまち並みではなく、会津の「歴史」や「文化」を感じさせる、会津の中心地として今まで以上にポリシーと品格をもったまち並みであることが重要になっていくと考える。
○　市街地において、蔵などの歴史的建造物が取り壊されてしまうケースが多い。単なる保存ではなく、利用を通じた保存を促す施策を講じてはどうか。

○　屋外広告物等の規制は積極的に行ってほしい。


【外部評価委員会選定施策】
	施策名
	行政システムの改革と職員の能力開発
	所管部課
	総務部人事課

	施策内容
	　行政の目指すべき姿を明らかにし、現行の行政システムや運営方法を改善・改革することにより、簡素・効率的な行政運営を行うための基盤を整備する。また、職員の安全衛生に配慮しつつ、能力や意欲を最大限に高めることにより、政策形成能力の向上や市民サービスの向上など、市民本位の行政運営を実現する。

	評価結果
	維　　持

	評価内容
	　厳しい財政状況を踏まえ、現行の行政システムを見直し、本市の実情に即した新たな行政システムを確立することは必要であり、施策としては「維持」と評価する。

	主な意見
	○　時代の要請や市民ニーズに的確に対応できる職員養成に力を注ぐ必要がある。市の「行政システム改革プラン」の具体化に向けて努力してほしい。
○　全国の大多数の自治体は、財政状況が厳しくなっているのが現状であり、行政システムの見直し、改善は必須であるが、あれもこれもではなく、ある程度絞り込んで効率の良い改善策を打ち出していくべきである。
○　現行の行政システムを見直し、本市の実情に即した新たな行政システムを確立することは急務である。そのためにも、人材確保、人材育成は重要で、積極的な取組みが求められる。
○　新規職員の採用は最小限に抑え、また、試験の成績だけで判断せず、将来的に自由な発想ができるような人材を採用してほしい。
○　研修の充実は必要であるが、その研修によってその人物がどの程度市民ニーズに近づけるかという点も大切である。
○　一般的に行政職員の印象はあまりよくないので、市民の税金でまかなわれていることを意識しながら、人件費の削減も視野に入れてほしい。
○　民間の会社では、業績によっては給与等のカットやリストラまでされる状況になっている。そのようなところにも目を向けて、危機感を持って仕事をしてほしい。
○　本市においても、長期の病休者が増加傾向にあるとのことだが、それは本市にとって大きな損失である。メンタルヘルス対策や検診などの配慮もなされているようだが、原因の究明も必要である。
○　情報提供の場をホームページにした場合、その情報を利用できる市民は限られてしまう。従来の媒体による情報提供の充実のほか、インターネットを活用できる市民を増やす方策についても検討すべきである。


	施策名
	介護サービスの適切な提供
	所管部課
	健康福祉部高齢福祉課

	施策内容
	　要介護認定者に対し、介護及び介護予防給付を提供するとともに、介護予防のための地域支援事業を実施し、さらには、低所得者に対する利用負担減免措置を実施することにより、高齢者の尊厳ある生活を実現する。

	評価結果
	維　　持

	評価内容
	　介護サービスを担う人材の確保については、引き続き留意する必要があるが、介護サービスを適切に提供するとともに、介護予防を推進することは重要であり、施策としては「維持」と評価する。

	主な意見
	○　介護予防に重点を移した制度見直しはよかったと思うが、そのしわ寄せが既存サービスの質低下、給付抑制に向かう傾向が強いとの指摘がある。サービス利用者の人間らしい生活に焦点を合わせた柔軟な制度が求められる。
○　福祉、介護スタッフの労働、給与条件の抜本的な改善を、介護保険制度の根幹に関わる問題として位置づけ、現場の声と実態をふまえ検証を行ってほしい。
○　介護サービスを充実させるためには、施設の整備とともに、サービスを提供する側の受入体制の整備や人材の充実が、より一層求められる。
○　現行の制度の見直しが行われるのはもちろんだが、制度の崩壊という最悪の状態に陥ることなく、安心して介護を受けられる制度の確立が望まれる。
○　介護保険制度の支出を抑制するためには予防が重要となるので、一人でも多くの「元気なお年寄り」を増やしていってほしい。
○　制度改革により、介護予防を重視することになったようだが、効果の検証も必要である。
○　軽度の支援や介護を必要とする方が増えている点について、どこに問題があるのかについても検証する必要がある。
○　高齢者への制度の周知には、さらに力を入れていく必要がある。
○　地域包括支援センターへのフォローをしっかりと行う必要がある。
○　適切な支援、介護認定に努める必要がある。
○　引きこもりになりがちな要支援者や若い子育て世代が一緒に利用できる「日常生活圏」ごとのグループホームのようなものがあるとよい。


	施策名
	救急医療の充実
	所管部課
	健康福祉部健康増進課

	施策内容
	　市民がいつでも安心して医療を受けることができるよう、救急時の医療対応を含めた医療体制の整備、充実を図る。

	評価結果
	維　　持

	評価内容
	　市民が「安全で安心」な生活を送るためには、救急医療体制の充実は重要であり、施策としては「維持」と評価する。

　なお、効率的に救急医療制度を運営するためにも、市民に対する十分な広報が必要である。

	主な意見
	○　報道では救急病院の受け入れ拒否や患者のたらい回しなどが話題になることがあるが、本市ではこのようなことが起こらないよう、更に救急医療体制を充実していってほしい。
○　夜間、休日を含む救急体制の整備のうち、特にニーズの高まっている小児救急への対応には、予算の裏付けを伴った地元医師会などとの協力と連携の体制が必要である。
○　夜間急病センターの医師や当番医の負担も考慮して体制を整えることも重要である。
○　安易な利用を避けるためにも、救急医療の現状に、市民が更に関心を持つようなＰＲを実施することも必要である。
○　夜間急病センター等については、乳幼児の保護者など小児科の対象となる方だけではなく、もっと広い範囲に情報を提供していく必要がある。

○　救急医療の充実により、初期の段階での治療が可能になることは、その後の医療費の抑制にもつながってくるものと思われる。
○　企業誘致や二地域居住などでは、医療環境の整備等も条件の一つとなることから、救急医療の充実の効果が大いに期待されるものと考えられる。
○　休日当番医等の情報メール配信サービスへの登録については、更にＰＲすべきである。
○　本市へ転入してくる方に、救急医療体制図のようなものを配布するとわかりやすい。
○　ＡＥＤ（自動体外式除細動器）については、できる限り設置数を増やしていってほしい。


	施策名
	地域間ネットワークの形成による広域観光の推進
	所管部課
	観光商工部観光課

	施策内容
	　会津地域の市町村が連携し、地域資源や観光素材の発掘を行い、地域の新たな魅力づくりとともに情報発信に努めることにより、観光誘客の効果を高め、会津地域全体の観光事業の活性化、更には地域経済の振興を図る。
　また、隣県（山形・栃木・新潟）との連携を図り、回遊性を確立し、交流人口の更なる増加に努める。

	評価結果
	維　　持

	評価内容
	　観光は本市にとって重要な産業であり、広域的な連携によりさらなる活性化が図られることから、施策としては「維持」と評価する。

　なお、近隣市町村との連携によりお互いの長所を生かしながらも、本市の独自性を発揮する取組みが必要である。

	主な意見
	○　７月に施行された「観光圏整備法」により、これからの観光事業は長期展望をもち、県境を越える広域的な視野で計画的に取り組む時代を迎えている。一時の流行に終わらないために、各地域の生活者、関係団体が最初から積極的に関心を持ち、関われる進め方に留意してほしい。
○　本市に限らず、会津全体で考える地域間ネットワークを形成していることは評価できるが、各地域の観光に対する取組み方の温度差を縮めて、会津地方の更なる活性化につなげてほしい。
○　様々なプロジェクトを展開していることで観光客は増加しているようだが、それらを受け入れる宿泊施設（温泉地）の評判を向上させる取組みも必要である。
○　観光事業は重要な地場産業だが、各事業をもう少し統廃合し、受益者である店舗や宿泊施設等も巻き込んで展開していくことがよいと考える。
○　施策を構成する事業の中には、内容的に類似していると思われるものもあり、各事業間での統合、連携、相乗効果のある効率的な運営が望ましい。
○　民間事業者での対応が可能なものは、更に委託等を進めていくべきである。
○　本市の歴史や自然等の観光資源を十分に活かす、観光客の誘致に力を入れることはよい。そのためには、近隣市町村とのネットワークも重要であるが、お互いの長所を生かしながらも、本市の独自性が発揮できるような取組みが望ましい。
○　鶴ヶ城や飯盛山などの既存の資源も大切だが、市民や民間事業者の参画による新たなメインとなるものを生み出していくことも必要である。
○　さらなる交通の便の充実が図られるとよい。
○　他県等から参加者が訪れる全国的な各種大会やコンクールなどが開催される際に、歓迎ムードや観光ＰＲにつなげるような全市的な盛り上がりがあるとよい。


５　おわりに

　本市における外部評価の取組みについては、４年目を迎えたところであるが、今後の取組みの参考として、委員会として次のとおり感想及び意見を述べる。

（外部評価制度への感想・意見）
○　改革・改善に向け、外部評価の結果がどのように取り扱われたのか、反映内容を明らかにしてほしい。
○　関連情報の委員への提示と十分な検討時間が必要である。しっかりとした外部評価は、関連情報の周到な準備と検討の時間無しには不可能である。
○　資料を事前に受け取り、目を通す時間があれば担当職員の説明も理解しやすく、質疑もできると思う。日程にもう少しゆとりがほしい。
○　一つの施策の説明と質疑応答の時間が、短いように感じる。施策や事務事業の内容、目的や目標に対する進捗状況や施策を取り巻く環境の変化といった部分について、もう少し深く理解した上でコメントできる形にできれば良いと思う。

○　日程調整を早い時期から行い、全員が揃う日程で開催すべきである。１日をかけた開催もやむを得ない。
○　委員会をより定期的、恒常的に開催して、多方面の施策について時間をかけて評価する進め方はどうか。他の自治体の例を参考に、内容の充実に向けたより柔軟な仕組みを検討すべきである。
○　８月に集中する現行の審議時間を前提とすれば、評価対象施策に詳しい委員を最初から選考して委員会を構成する方法もある。また、評価施策の絞り込みや評価施策の領域によって異なる委員構成とすることも考えられる。
○　委員の数を増やすことで、現行評価制度の基本を変更することなく、より充実した成果を期待することができるのではないか。
○　若干、マンネリ化している感があり、委員の刷新も含め、より充実した運営を図ってほしい。その意味で委員の任期は１年とした方がよいのではないか。
○　委員の構成について、半数は市民の公募とした方がよいのではないか。
○　評価にあたり、初めての委員は何を評価してよいのかわからないと思われるので、試行期間のような導入の時間があればよいと思う。
○　現状の人数構成での評価は、現行のやり方が限界であると感じる。
○　対象とする施策を選択する際に、近い将来実現できるものや現に問題となっているものを優先させてはどうか。
○　成果を生み出せていない施策や事務事業に関する評価も重要である。今後は、成果を生み出せていない事業や環境の変化により抜本的な見直しが求められている事業に対しても、これまで以上に積極的に目を向けていく必要があると思う。

○　報告書の審議については、別に日程を取り、委員間の意見交換が必要ではないか。
○　外部評価委員として意見を述べる機会をもらったことは大変有意義であった。
参考資料
１　会津若松市外部評価委員会委員名簿
	役職
	氏　　名
	備　　　考

	委員長
	佐々木　篤信
	学識経験者等（会津大学教授）

	副委員長
	小林　隆晴
	学識経験者等（税理士）

	委員
	小池　達哉
	学識経験者等（弁護士）

	
	小堀　健太
	学識経験者等（中小企業診断士）

	
	武藤　みや子
	市民公募委員

	
	矢内　久美子
	市民公募委員


２　会議経過
	
	開催日
	協議内容等

	第１回
	８月４日
	正副委員長選出
平成20年度外部評価の実施について説明
外部評価対象（３件）について事業担当課説明・質疑
外部評価委員会による外部評価対象施策の選定

	第２回
	８月８日
	第１回外部評価対象（３件）に対する意見交換
外部評価対象（２件）について事業担当課説明・質疑

	第３回
	８月21日
	第２回外部評価対象（２件）に対する意見交換

外部評価対象（３件）について事業担当課説明・質疑

	第４回
	８月28日
	第３回外部評価対象（３件）に対する意見交換
外部評価結果報告書（案）について説明
外部評価制度に関する意見交換


会津若松市外部評価委員会開催要綱

（平成17年６月13日決裁）

（平成19年６月１日一部改正）
（開催）
第１条　市が実施する行政評価について、学識経験者等による意見、提案等を取り入れることにより、行政評価の客観性、信頼性等を確保するため、会津若松市外部評価委員会（以下「委員会」という。）を開催する。
（構成）
第２条　委員会は、次に掲げる委員で構成する。

(1) 学識経験者等　４人

(2) 公募による市民　２人

（任期）

第３条　委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。
２　前項ただし書の規定にかかわらず、前条第２号に掲げる委員の再任は、２期４年を限度とする。
（委員長及び副委員長）
第４条　委員会に、委員長及び副委員長各１人を置く。

２　委員長及び副委員長は、出席者の互選により定める。
３　委員長は会務を総理し、委員会を代表する。
４　副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。
（所掌事項）
第５条　委員会は、評価対象施策等について評価し、市長に報告するものとする。
（会議）
第６条　委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。
２　委員長は必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見等を聴くことができる。
（庶務）
第７条　委員会の庶務は、企画政策部企画調整課において処理する。
（補則）
第８条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、別に定める。
附　則
　この要綱は、決裁の日から施行する。

附　則
　この要綱は、決裁の日から施行する。
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